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1接 触場面の多様化と目本語教育

日本語教育を取 り巻 くさまざまな問題は,日 本でのみ起こり,ま た,調 整

できるものであろうか。これまでは,日 本での日本語教育の事例が,そ の

まま,海 外でのモデルになることにほとんど疑問をもたない傾向が強かっ

た。この図式は,日 本語教育の情報は日本から発信すべ きだという考えを

持つグループには支持されたが,海 外の日本語教育には,固 有の問題が潜

んでいることに関心を払っていない。例えば,海 外で使われる日本語(メ

ルボルン ・ジャパニーズなど)の 習得 は,日 本での方言習得の問題とは次

元が異なるものであるし,日 本事情は,日 本国内だけで考える問題ではな

く,「海外 の 日本事情」 も存在 する ことを忘 れてはな らない(宮 崎

1)本 稿 を書 くに当た って,さ まざまな 日本語テ レビ会議の実験が行 われたが,

とくに,早 稲 田大学の情報企画課な らびに,早 稲田 インターナ シ ョナルの関

係 者 の方 々 には,さ まざまなサ ポー トを得 た。 ここに謝意 を表 す次第 であ

る。
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2000a)。 さ らに,外 国 語 と しての 日本 語教 育 をデ ザ イ ンす る場 合 の 二 一 ズ

分 析 も,日 本 で規 範 と され る モデ ル を,そ の ま ま応 用 す る こ とは難 しい 。

こ こ に,日 本 語 教 育 を一 つ の座 標 軸 で捉 え る こ との 難 しさが あ る 。新 しい

日本 語 教 育 で は,さ ま ざ まな モデ ル が 共存 し,し か もそれ ぞ れ が相 互 に影

響 しあ う。 日本 を 中心 に置 く座 標 軸 で は,ダ イ ナ ミ ック に多様 化 す る 日本

語 教 育 に対 応 で きず,現 状 に そ ぐ わ な い 事 例 が 起 き るの で は な い だ ろ う

か 。 つ ま り,第 二 言 語 と して の 日本語 教 育(TeachingJapaneseasaSec-

ondLanguageTJSL)と 外 国語 と しての 日本 語 教 育(TeachingJapaneseas

aForeignLanguageTJFL)と の相 互補 完 を考 慮 に入 れ た多元 的座 標 軸 とい

う捉 え方 が よ り現 実 的 で あ る 。学 習者 が 国 を超 え て移 動 す る よ うに な り,

言 語 習 得 場 面 が多 様 化 す る と,TJSLとTJFLと い う二項 対 立 的 な考 え 方

だけ で は,複 雑 化 す る 日本 語 教 育 の 問題 を分 析 す る こ と はで きな くな る可

能 性 が あ る。 今 後 の 日本 で のTJSLの 発 展 に向 け て 海外 のTJFLの 動 向 を

よ り注 視 す る必 要 が あ る 。 ま た,海 外 の 日本 語 教 育 先 進 国 も,日 本 か ら の

受 信 だ け で は な く,そ れ ぞ れ の国 の 日本 語 教 育 事 情 を,ど の よう に発 信

し,双 方 向 で情 報 交 換 をすべ きか に強 い 関心 を払 うべ きで あ る 。

本 稿 で は,遠 隔 教 育 の 中 で利 用 され て い る ビデ オ会 議 シス テ ム を通 し た イ

ン ター ア クシ ョン を例 に,そ うした シ ス テ ム を 日本 語 教 育 の 中 で どの よ う

に応 用 す る か につ い て,接 触 場面 のバ リエ ー シ ョン とい う観 点 か ら,様 々

なア クテ ィビ テ ィの 可能 性 を考察 す る。

2テ レビ会議システムと接触場面

インターアクションは,実 際に対面する参加者問でのみ行われるのであろ

うか(宮 崎2002)。 多 くの学習者にとって,教 室場面は習得にとって大 き

な意味をもつが,特 定の場面だけで習得が成功するものではないことに留

意する必要がある。インターアクション場面のバリエーションは多岐に渡

り,あ る場面空間を参加者が共有 しない場合で も起 こりうる。その一つ
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に,テ レ ビ会議 シス テ ム が あ る。 これ は,双 方 向の 通 信 映像 シ ス テ ムで,

Webカ メ ラ に よ っ て映 し出 され る お互 い の 映像 を見 なが ら,ヘ ッ ドセ ッ

トの マ イ クを通 して,音 声 に よ る リア ル タ イム の イ ン ター ア ク シ ョン を可

能 に した もの で あ る。 同 時 に,画 面 上 の 電子 ボ ー ド(ホ ワ イ トボ ー ド)や

チ ャ ッ ト,さ ら に はパ ワ ー ポ イ ン トな ど と い っ た,さ ま ざ ま な コ ミュ ニ

ケー シ ョ ンのチ ャ ン ネル を使 っ て イ ン ター ア ク シ ョンす る機 能 も有 す る。

これ に よ り,第 二 言 語 また は外 国語 学 習 者 が,ネ ー テ ィブ ス ピー カ ー と 自

由 に コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンで きる学 習 環 境 が提 供 され,学 習者 の イ ン ター ア

クシ ョン能力 や 自律 学習 を促 す 機 能 を もた らす(ButlerandFawkes1999,

WrightandWhitehead1998)。

早稲 田大 学 で の,テ レ ビ会 議 シス テ ム を使 っ た 日本 語教 育 へ の応 用 は,

2000年 に行 わ れ た,早 稲 田 ・オ レ ゴ ン夏 期 日本 語 プ ロ グ ラム か ら始 ま る

が,日 本 語 研 究教 育 セ ン ター 設 置 の,別 科 日本 語 専 修 課 程 で の導 入 は,

2001年 度 の 口頭 表 現 クラ スか らに な る。学 内LAN(LocalAreaNetwork)

環 境 を使 い,異 な るキ ャ ンパ ス 間で,1対1の リ アル タイ ム の ネ ッ トミー

テ ィ ング を,週1回,お よそ30分 間導 入 した。 コー ス 目的 は,口 頭 表 現 能

力 を向上 させ る ため で あ っ たが,ネ ー テ ィブス ピー カー との ネ ッ トワー ク

を構 築 させ,社 会 的 ス トラ テ ジ ー能 力 を習得 させ る狙 い もあ っ た。 日本 人

との ネ ッ トワ ーク の形 成 は,日 本 語 習得 過 程 で 最 も重 要 な 学 習 ス トラ テ

ジー の一 つ と考 え られ るが,テ レ ビ会議 に よる イ ン ター ア ク シ ョンが,そ

うした ス トラ テ ジー の習 得 を促 進 させ る きっか け にな る可 能 性 は高 い 。 参

加 者 か らの フ ィー ドバ ック を分 析 した 結果,ネ ーテ ィブ ス ピ ー カー と 自由

に コ ミュ ニ ケ ー シ ョンが で き る学 習 環境 が提 供 され,自 律 学 習 能 力 の発 達

を促 す 可 能性 が あ る こ とが 明 らか に な っ た(宮 崎2001a)。 今 後,情 報 環

境 が 整 い,技 術 面 で の 向上 が 図 れ れ ば,対 話 学 習 と して の ネ ッ ト ミー テ ィ

ングの可 能 性 は広 が る と思 わ れ る。

以 上 の よ う な キ ャ ンパ ス 内 で の 試 み を 経 て,2001年 度 か らは,ISDN

一18一



(IntegratedServicesDigitalNetwork)回 線 を使 い,テ レ ビ会 議 シス テ ム

を使 った,ア クテ ィ ビテ ィ を実際 に試 み た 。 こ こで は,実 際 に行 われ た実

験 を具 体 的 に紹 介 し,効 果 的 な利 用 法 を探 りた い。 な お,日 本 語 教 育 にお

け る テ レ ビ会 議 の 意義 な ら び に応 用 目的,さ ら に 日豪 問 で の 日本 語 教 育 の

補 完 に つ い て は,宮 崎(2001b)に 詳 しい が,本 稿 で は,海 外 全 体 に広

げ,新 た な視 点 を加 え た7つ の利 用 法 につ い て論 じる こ とに す る。

写 真(デ ス ク トップ型 とス ク リー ン型 テ レ ミー ト)

㎏
.晒馨鍛 鰯

懸
Bizmateの 様 子

帯r翻震観襲
議 懸擬鯉.轟
璽 蝋 聾澗

、∈磁 輝繊 暉

TV会 議の様子

利 用 法1ジ ャパ ン リテ ラ シ ー教 育

海 外 で,社 会 文 化 能 力 の 習 得 を 目 指 した 日本 事 情(ジ ャパ ン リ テ ラ

シー)教 育 は,文 法 項 目や文 法外 コ ミュニ ケ ー シ ョ ン項 目同様 重 要な コ ー

ス デザ イ ンの 一 つ で あ る 。 こ う した ジ ャパ ン リテ ラ シー教 育 と して,現 地

と 日本 側 の 日本 語 教 師 同士 が,チ ー ム テ ィ ーチ ング を行 い な が ら,コ ース

をデ ザ イ ンす る方 法 が考 え られる が,そ の 場 合,日 本 側 の 日本 語 教 師 は主
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に リソ ース や 情 報 の提 供 者 に な る。具 体 的 な ア クテ ィ ビテ ィ と して は,両

国の 日本 語 学 習 者 が授 業 の一 環 と して,共 通 の テー マ を合 同で 調査 研 究 す

るプ ロ ジ ェ ク トワー クな どを行 う。例 え ば,高 麗 大 学 の 日語 日文 学 科 の李

漢 蔓教 授 は,日 本 人 と,日 本 語 の チ ャ ッ トに よ るイ ン ター ア ク シ ョ ン を行

い なが ら,同 世代 の大 学 生 の 考 え 方 を理 解 させ る とい うコ ース をデ ザ イ ン

した。2001年 度 か らは,筆 者 が 早稲 田で 受 け持 つ研 究 講座 や 大 学 院 の実 践

クラス の 学 生 が ボ ラ ンテ ィ ア と して参 加 して い る。初 年度 は,4月 と5月

に,「 言 語 学 習 ス トラ テ ジ ー概 論 」 の ク ラス で,双 方 の顔 合 わせ や チ ャ ッ

トの進 め 方 につ い て話 し合 うた め に,1時 間 ず つ3回 の テ レ ビ会議 を行 っ

た 。2002年 度 は,さ ら に 組 織 化 し,CrossCulturalDistanceLeaming

(CCDL)の プ ロ ジ ェ ク トの一 環 と して,CU-SeeMeや テ レ ビ会 議 シス テ

ム を利 用 した異 文 化 交 流 お よび,語 学 学 習 を 目的 と した プ ロジ ェ ク トと し

て位 置 づ け た。 具 体 的 に は,CyberCollegeSystem(テ キス トチ ャ ッ ト)

を使 った交 流 が 始 ま って い る 。前 年 度 まで は,チ ャ ッ トを使 っ た イ ンタ ー

ア ク シ ョ ンは,キ ャ ンパ ス外 で は不 可 能 で あ っ た た め,そ う した不 便 さ を

な くす た め,お 互 い の 時 問 が合 え ば,時 間帯 の指 定 が 不 要 な手 続 き を導 入

した。参 加 者 は,オ ン ラ イ ンマ ニ ュ アル を見 なが ら,プ ロ フ ィール 登 録 を

し,パ ス ワ ー ドの発 行 を受 け た後,グ ル ー プ を決 定 し,パ ー トナー の 申 し

込 み を し た の ち,チ ャ ッ トを 始 め る。 な お,CCDLの サ イバ ー ・カ レ ッ

ジ ・シ ス テ ム につ い て は,

https://ccdlsrv.project.mnc.waseda.acjp/ccdl/static/help/indexj.htm1に 詳

しい 。

利 用法2教 室場 面 の参 加 者 の多様 化

海外 での 日本 語教 育 の場 合,教 室 内 で の ネ ーテ ィ ブス ピー カ ー との イ ン

ター ア ク シ ョン場 面 は,な か なか 設 定 しに くい 。 これ は ビジ ター セ ッシ ョ

ン,ゲ ス トス ピー カ ー セ ッシ ョンな どの ア ク テ ィ ビテ ィが デザ イ ン しに く

い と い う 問 題 を引 き起 こす 。 そ う した コ ー ス デ ザ イ ン面 で の ハ ンデ ィ
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キャップを埋めるために,日 本からネーティブスピーカーが参加するセッ

ションを利用した方法が効果的であると思われる。ここでは,こ うした考

えに基づいて実施された,台 湾の淡江大学との実験 を紹介する。早稲 田大

学側は,日 本語研究教育センターの専任教員7名 を中心に,大 学院日本語

教育研究科で表現教育実践クラスに在籍 していた大学院生15名 が出席 し

た。一方,淡 江大学側は,日 本語文学系主任 ・日本研究所所長である,劉

長輝教授や,(財)交 流協会 日本語中心 日本語普及専門家の藤井彰二氏を

はじめ,学 部生及び大学院生約45名が参加 した。淡江側の実験の目的は,

テレビ会議システムを利用 して,日 本語教育に関する意見交換と,日 本語

によるインターアクションの機会をもつことであった。当日の講義内容で

ある聴解教育(聴 解力養成 と能動的な働 きかけ)に ついて,早 稲田との

ディスカッションがデザインされたが具体的には,日 本語教育におけるビ

デオ会議 システムの応用と将来性を相談 しあう活動も取 り入れた。早稲田

側 も,台 湾の日本語教育の現状を把握 しなが ら遠隔システムに慣れるとい

う目的で行われた。その結果,台 湾の日本語環境や聴解練習法 といった,

学習ス トラテジーに関連する情報提供 もあり,淡 江大学の聴解授業の紹介

もされ,意 義あるセッションがデザインできた。

テ レ ビ会 議 の 終 了 後,双 方 か らの 意 見 や 感 想 を ま とめ て み た とこ ろ,

「音 声 ・映像 とも ク リアで,大 きな距 離 を感 じ させ ない 。新 しい メデ ィア

が イ ン ター ア ク シ ョンの ため の 日本 語 教 育 に大 きな可 能 性 を持 って い る こ

とが 分 か っ た。 バ ーチ ャル ・ユニ バ ー シテ ィ とい う コ ンテ クス トの中 で,

日本 語教 育 の発 展 の 可 能性 を探 る こ とが で き,イ ンパ ク トの強 い授 業 だ っ

た。」 とい う評価 が な され た が,淡 江 大 学 側 か らは,「 自分 た ち の 日本 語 能

力 が 十分 で な い の で,聞 き取 れ な い箇 所 もあ っ た。 ま た,意 見 を述 べ た

か っ た が,遠 慮 して しま っ た」 と い う 問 題 点 や,「 双 方 の 参 加 者 間 同 士

で,活 発 なイ ン ター ア ク シ ョンが で き る よ う,小 規 模 な ク ラス で や って み

た い。」 とい う提 案 が 出 され た。 これ は,コ ー ス デ ザ イ ン の 問題 と し て,
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今後検討すべき課題である。

利用 法3学 会,セ ミナ ー,ワ ー クシ ョ ップヘ の参 加

テ レ ビ会 議 シス テ ムの 応用 と して,海 外 また は,日 本 国 内 の 学 会 に,遠

隔 参 加 や 遠 隔 発 表 な どが 考 え られ る。 筆 者 は,1999年ll月 に,セ ン トラ

ル ・ク ィー ンズ ラ ン ド大 学 で 開か れ た,第11回 オ ース トラ リア 日本 研 究 学

会(JapaneseStudiesAssociationofAustralia)の ワ ー ク シ ョッ プ,「21世

紀 に向 け た オ ー ス トラ リア の 日本 語 教 育 」(JapaneseLanguageEducation

inAustraliaforthe21stCentury:HowcanAustraliaan(iJapan

cooperate?)で,「 日本 語 教 育 の新 しい ア プ ロ ーチ 」(NewApproachesin

JapaneseLanguageEducation)と 題 す る研 究 発 表 を,日 本 か ら テ レ ビ会議

シス テ ム を利 用 して行 っ た。 また,2001年6月 に,ニ ュ ーサ ウス ウ ェー ル

ズ 大学 で 開 か れ た,第12回 の 同研 究 学 会 で も,「 外 国人 力 士 の 日本 語 習 得

過 程研 究」 につ いて,同 様 に テ レ ビ会 議 を使 った発 表 を行 った 。今 後 は,

こう した サ イバ ー ・セ ミナ ー の よ う な形 式 の 学 会参 加 が 増 え るの で は な い

か と予 想 さ れ る。 さ ら に,研 究 発 表 で はな く,講 義 や セ ミナ ー も考 え られ

る 。筆 者 は,2002年4月24日,5月28日 と2回 に分 け,先 に紹 介 した淡 江

大 のク ラス,「 日本 語 教 授 法 ・教 材 ・実 習 」 の 特別 講 義 と して,「 学 習 ス ト

ラテ ジ ー」,「外 国 人 力 士 の 日本 語 習 得 」 に 関 す る サ イバ ー レ ク チ ャー を

行 った。 実 際 に講 義 を行 って み る と,こ う した配信 形 式 は,相 手 の表 情 が

逐 一観 察 で きな い とい う欠 点 が あ る た め,反 応 が つ か み に くい こ とが わか

る。今 後 の課 題 と して,参 加者 双 方 の距 離 感 を縮 め る ため に,参 加 者 同 士

が どの よ うに取 り組 むべ きか,ま た双 方 が 積 極 的 に働 きか け なが ら,ど の

よ うなイ ン ター ア ク シ ョンを行 うべ きか を工 夫 す る必 要 が あ る 。

利用法4各 国の日本語教育事情の情報交換

1.で 解説 したように,日 本 と海外における日本語教育の相互補完の意義

が高まると,各 国の日本語教育事情の情報提供や交換がこれからの 日本語
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教 育 を活 性 化 す る と予 想 で きる。例 え ば,オ ース トラ リ アで は,年 少者 の

た め の 日本 語 教 育 は 日本 よ りもそ の歴 史 が古 く,教 材 開発 や教 育 政 策面 で

も発 信 す る に値 す る 情 報 が 蓄 積 され て い る。 ま た,こ の 国 で は,TJFLを

単 に入 学試 験 の 科 目 と して位置 付 け るの で は な く多文 化 ・多 言 語社 会 の 中

で どの よ うな役 割 が あ るか とい っ た複 眼 的 な 捉 え 方 を して きた 。 こ う した

見 方 は オー ス トラ リアの マル チ カ ルチ ャ リズ ム(多 文 化 主 義)や 言 語 政 策

の影 響 を受 け て お り,示 唆 に富 んで い る ため,日 本 の 日本 語 教 育 関 係 者 が

ぜ ひ学 び取 って ほ しい点 で あ る。 ま た,南 米 の 日本 語教 育 も,年 少 者 に対

す る 日本 語 教育 が特 殊 事 情 と して あ げ られ る。 こ う した事 情 で 日本 語 を学

ぶ 年 少 者 は,正 規 の カ リキ ュ ラム で は な く,課 外 活 動 の 一 部 で あ る場 合

や,伝 承 語 や 継 承 語 と して,両 親 に よっ て半 ば強 制 的 に学 ば され て い る場

合 もあ り,成 人 へ の 日本 語教 育 とは 異 な る手 法 が 望 まれ て い る 。 反面,日

系 子 弟 の 日本 語 学 習 離 れ も問題 と なっ て お り,日 系 ・非 日系 とい っ た 区分

の意 味 も薄 れ は じめ て き てい る。

こ の よ う に,オ ー ス トラ リ アと南 米 諸 国 で は,年 少 者 とい う共 通 点 は あ

る もの の,異 な る社 会 文 脈 で 発展 して い る た め,今 後 情 報 交 換 が 必 要 不 可

欠 に な って くる と思 わ れ る。 筆者 が,2001年 度 国 際 交流 基 金 南 米 日本 語 教

育 巡 回 セ ミナ ー(サ ンパ ウ ロ,ブ ラ ジ リ ア,ペ ル ー),及 び2002年 度 香 港

日本 語教 育 セ ミナ ー に講 師 と して 派遣 され た折,現 地 の 日本 語 教 育 関係 者

間で は,日 本 以 外 の 日本 語教 育先 進 国 の情 報 交 換 の 必 要性 を強 く望 ん で い

た。 こ の よ うな 考 え に 基 づ く実 験 は,こ れ まで,オ ー ス トラ リア の モ ナ

シ ュ大 学 の メ ル ボ ル ン 日本 語 教育 セ ン ター(TheMelboumeCentreforJa-

paneseLanguageEducation),ニ ュー ジー ラ ン ドの オ ー ク ラ ン ド大 学 の文

学 部 日本 語 学科 と早 稲 田 の間 でそ れ ぞ れ1度 行 っ た,日 本 を基 軸 と した ヒ

エ ラ ルキ ー を考 え直 す た め に も,テ レ ビ会議 シス テ ム の果 す 役 割 は大 きい

が,欧 米 地 域 との イ ン タ ー ア クシ ョン に 関 して は,時 差 の 問 題 が あ る た

め,今 後 検 討 す る必 要 が あ る。
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利用法5渡 日前準備教育,入 学前予備教育,な らびに日本語のメインテ

ナ ンス

日本に留学する学生にとって,渡 日前準備教育,学 部 ・大学院への入学

甫予備教育は,社 会教育場面でのインターアクション問題を調整するため

に必要不可欠な行動である。日本の教育システムと大 きく異なる国から来

る留学生にとっては,ア カデミック領域でのインターアクション(講 義の

行われ方や受け方,ク ラスでの行動,評 価方法,教 師の期待,大 学でのイ

ンターアクション行動全般など)の 違いを理解するのは非常に困難である

(マリオ ット1999)た め,問 題を事前に処理できるかどうかは,必 要な

情報が十分に提供されるかどうかによって大 きく変わる。こうした情報を

処理するために,受 け入れ大学や高校の関係者と,テ レミー トを使ったオ

リエンテーシ ョンが役立つのではないだろうか。同時に,習 得 したイン

ターアクション能力の維持(メ インテナンス)と いった,学 習者の移動に

伴 う問題 は,こ れまでは大 きく取 り上げられなか ったが,こ れからの

TJSLは 日本で学習 し帰国 した学習者がどのようにTJFLの 環境で継続学

習をしていくべ きかにも強い関心を払う必要がある。海外の日本語教育先

進国は,日 本語教育を活性化させるために,他 の国や地域に対 して,こ の

ような問題提起を積極的に行っていかなければならない。なお,2002年 度

から,日 本国際教育協会が実施母体 となった日本留学試験が実施される。

昨年度の試行試験 に引き続き,今 年度から施行されるこの試験では,大 学

での勉学 ・生活 に必要な日本語力の総称 としてのアカデミック ・ジャパ

ニーズの基礎力が問われる。留学試験では,渡 日前準備教育または,学 部

入学前予備教育に必要な日本語力を測定するものとして位置づけられる

が,現 時点では,理 論的かつ実践的な探求の試みの蓄積は乏しい。今後

は,ア カデミック ・ジャパニーズが,留 学場面でのインターアクション問

題を解決する能力を代表しているのかの検証が待たれる。留学前の日本語

学習に対する二一ズ分析,帰 国後の 日本語能力のメインテナンスなどに

も,テ レビ会議システムが有効利用できるかを調査する必要がある。
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利用法6海 外の日本語教師のための教師養成コース ・現職者研修

海外で日本語教育に従事 している非母語話者の教師は,日 本語の習得や

維持に問題があ り,日 本語教授法のワークショップなどの機会が限られて

いる。そうした教師のための日本語教育及び日本語教授法講座の開設は,

今後重要な課題 となって くるだろう。また,教 師養成課程に在籍する学生

向けのワークショップなどでもテレビ会議が応用できるだろう。2001年

度,オ ース トラリアの小学校で日本語教育に携わっている,非 母語話者の

教師向けに,国 際交流基金シドニーランゲージセンター主催で,全 豪 日本

語教師集中研修が行われた際,オ ース トラリアの日本語教育の問題点を中

心に,早 稲田とテレビ会議を行ったところ,適 切なリソース,自 らの日本

語力に問題を感 じる教師が多いことが明らかになった・

利用法7.大 学院レベルでの研究や論文指導

高等教育機関のグローバル化が進むにつれ,今 後,い くつかの分野の大

学院課程が,海 外 との遠隔教育を導入する時期が到来するだろう。また,

大学院生の研究指導や論文の指導も,遠 隔教育で行われる可能性がある・

現在,技 術的には,多 地点会議用サーバを応用し,多 地点で同時にテレビ

会議が実現できるようになったが,こ れによって,海 外 と日本 を複数箇所

つないだネットワーク型研究指導が可能になる。

3テ レ ビ会 議 シ ス テム の技 術面 で の発 展

以 上,語 学教 育 お よ び語 学教 育研 究 にお け る テ レ ビ会 議 シス テ ムの 活 用

につ いて論 じて きた。 た だ,遠 隔教 育 分野 の 関心 の 高 ま り と と もに,実 用

にあ た っ て は 問 題 点 も見 受 け ら れ る。 従 来 ・ テ レ ビ会 議 シ ス テ ム は・

ISDNな どの 電 話 回線 を利 用 した シ ス テ ム が 主 流 で あ っ た が,最 近 で は,

代 替 ネ ッ トワー ク と して,ネ ッ トワー クが 広帯 域,IP(lntemetProvider)

ネ ッ トワ ー ク を利 用 した可 能性 が 検 討 され は じめ て い る。IPは,ネ ッ ト

ワ ー ク の 急 速 な普 及 に よ る 通信 環 境 の 整 備 や,通 信 費 な ど の コ ス トパ
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フ ォーマ ンス に対 応 で き る もの と して 期 待 され て い る が
,こ う したIPも

技 術 面 で 改 良 の 余 地 が 残 さ れ て い る 。 現 状 のIPネ ッ ト ワ ー ク で は,

HTMLやFIPな どが 交 錯 す る た め ,テ レ ビ 会議 シス テ ム 自体 が 安 定 しな

い こ とが あ り,接 続 中 に 回線 が 遮 断 し て しま う こ と もあ る 。IP接 続 の技

術的 問 題 点 に対 し,テ レビ会議 画面 や音 声 の 品 質 が保 証 され,途 中 で不 安

定 な接 続 環境 を解 消 し,ネ ッ トワ ー ク帯 域 の 最 適化 を 図 る こ とが 可能 に な

れ ば,さ らに普 及 が 期 待 され る。 こ う した 通信 環境 の改 善 を念 頭 にお き,

設置 の しや す さ と使 い や す さの 面 か ら,IPネ ッ トワ ー クで 動 く,テ レ ビ

会議 シス テ ム(PolyComViaVideo,BizMate)が,遠 隔教 育 分 野 で導 入 さ

れは じめ てい る。 これ は,ハ ー ドウェ ア を コ ンピ ゴー ター に イ ンス トー ル

す る 必 要 が な く,USBポ ー トに接 続 し,ソ フ トウ ェ ア を実 行 す るだ け で

テ レ ビ会 議 が 行 え る もの で,も ち ろ ん,IPネ ッ トワ ー ク上 の 規 格 に準 拠

した テ レ ビ会 議 シ ス テ ム と互換 性 を保 つ よ う に設定 され て い る 。

4今 後の展開

以上,日 本語教育における遠隔教育の具体的な応用として,ジ ャパンリ

テラシー,教 室場面の参加者の多様化,学 会,セ ミナー,ワ ークショップ

ヘの参加,各 国の日本語教育事情の情報交換,渡 日前準備教育,入 学前予

備教育・ならびに日本語のメインテナンス,海 外の日本語教師のための教

師養成コース ・現職者研修,大 学院レベルでの研究や論文指導などについ

て論 じてきた。理論,実 践両面で,日 本の日本語教育が情報発信面でリー

ダーでありつづける必要はない。むしろ,そ うした時代は徐々に終焉を迎

えるだろう。とくに外国語 としての日本語教育を考える場合,海 外で積極

的に日本輩教育を行っている国や地域が・ 日本を含めた他の地域に情報 を

発信し,個 々の日本語教育の特性に関わる情報を共有化 していかなければ

ならない。テ レビ会議 システムの利用は,海 外 と日本の大学機関のイン

ターアクションを促進させる可能性を示唆している点で興味深い。 とりわ

け,ア ジア太平洋地域を中心 とした,教 育研究のオープン化を展開させ,
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大学間の授業 ・研究 ・学生 ・研究者すべてにわたり相互交流することが,

地球規模のリテラシーの共有化を促進することに繋がる。新しい日本語教

育では,テ レビ会議 システムを利用することにより,TJSLとTJFLの 連

携が可能になり,双 方の明確な区分が薄れていくだろう。
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